
SUSTAINABILITY
POLICY
私たち日鉄エンジニアリンググループは、持続可能な循環型社会の構築に向けて、長年に

わたり多様な事業で培った技術・ノウハウを活かして、最適なソリューションを生み出し提

供いたします。その実現のために、以下のサステナビリティ基本方針を掲げ、社会やステー

クホルダーの皆様から信頼される会社であり続けます。

環境品質 安全衛生

調達 人権 人財 社会貢献

コンプライ
アンス

■  サステナビリティ基本方針

OUR PURPOSE

パーパス

SUSTAINABILITY POLICY

サステナビリティ基本方針

OPERATING RULES

各種業務規定

OUR VALUES

価値基準  大切にすべき価値

現場 技術 人財 公正

未来に、かたちを。

社会に、力を。

トップメッセージ目次 日鉄エンジニアリングと
SDGs

非財務・財務ハイライト 第三者意見特集
特集1 特集2 環境 社会 ガバナンス
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操業によるCO₂排出削減実績
TOPICS

当社グループの日鉄環境エネルギーサービ
ス㈱の廃棄物発電事業所では、運転で消費
する化石燃料使用量の削減や廃棄物発電に
よる売電量拡大を通じ、操業委託元のCO₂
排出削減に貢献しています。

■  目標と指標 ■  環境マネジメント

■  商品を通じた環境貢献

当社の環境・エネルギー部門では、ISO 
14001認証規格に基づき、環境マネジメント
システムを実施しています。さらに、このアク
ションが有効に実施されていることを内部監査
と外部監査(ISO認証機関)で確認しています。

環境貢献商品※1を通じてお客様のCO₂排出削減に寄与しています。

●  現場・オフィスのCO₂削減目標として以下を掲げ、取り組みを推進しています。

・ 2030年におけるCO₂排出量を2013年度比で50%削減
・ 2050年カーボンニュートラルの達成

●  脱炭素・低炭素商品の売上構成比
率について、2025年度までに50%超
を目標に取り組んできました。2025
年度実績は55%となり、目標を上回っ
て達成しました。

25,581
27,596

29,785

202520242023 （年度）

ZEB

ジェイコンビ®

コージェネ設備

地熱発電設備

風力発電設備

バイオマス発電設備

廃棄物発電設備

CDQ

※1  製鉄プロセスにおけるコークス乾式消火設備（CDQ）、廃棄物発電設備、バイオマス発電設備、風力発電設備、地熱発電
設備、コージェネ設備、下水汚泥固形燃料化システム（ジェイコンビ®)、ZEB。

※2  当社が2025年度までに国内外に建設した環境貢献商品が産出した電力量を国内電力の排出係数等を用い、それぞれの
設備特性を踏まえた稼働率を前提とし、試算したCO₂削減効果。

環境
Environment

日鉄エンジニアリンググループは、環
境の保全と事業活動の両立を、経営
の根幹であると認識し、以下の方針
に従って事業活動を推進することで、
持続可能な社会の発展に貢献します。

基本方針

1.  環境の保全に関連する法律、条令や国な
どが定めるガイドライン・目標等を遵守・
尊重します。

2.  温室効果ガスの排出削減、大気・土壌の
汚染防止、水資源の保全と管理、廃棄物
の発生抑制、省資源・リサイクルの推進、
生物多様性への配慮などを通じて環境の
保全に貢献します。

3.  脱炭素・循環型社会の構築に資する技術・
商品の開発・社会実装に責任感とスピード
感を持って取り組みます。

4.  環境汚染の防止に関する教育・啓発活動
を推進し、環境保全に対する意識と知識の
向上を図ります。 

（年度）2020 2024 2025 2025

目標

30%

51% 50%
55%

■ 脱炭素・低炭素商品売上比率推移

■ 環境貢献商品によるCO₂排出削減効果※2　[ 千t-CO₂ ]

2013 2024

25

66

107 NSES事業所のCO2排出原単位
環境省によるCO2排出量の目安※2

（年度）

※1  ごみ起因のCO₂排出量は含まない。

※2   「廃棄物処理部門における温室効果ガス排出抑制等指針マ
ニュアル： 2012年3月環境省」における燃料式溶融施設による。

76.6%
対2013年度比
削減率

 NSES事業所のCO2排出原単位平均の推移※1
[  kg-CO₂/t-ごみ  ]

トップメッセージ目次 日鉄エンジニアリングと
SDGs
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2013 2024 2025 2030（年度）

19.4

10.2 9.7

7.7

基準年度

目標
原単位

建設現場における活動
建設工事段階におけるCO₂削減に向けた具体的な

取り組みとして、建設現場で使用する重機や発電機へ
の軽油代替燃料の採用や、仮設事務所におけるグリー
ン電力の利用を推進。電動重機の試験的導入にも取
り組んでいます。
2023年度からは全現場、全工期を対象に排出量の

把握を徹底し、活動成果の可視化とデータ精度の向
上を図ることでさらなる改善に向けた基盤を強化して
います。さらに、2025年度は、クラウド上で排出量デー
タをリアルタイムに把握できる仕組みの活用を進めると
ともに、現場・事業場から寄せられたCO₂削減に向
けた活動提案を全社で共有するなど、カーボンニュー
トラル推進活動を「自分ごと」として捉える組織風土づ
くりにも取り組んでいます。

■ 現場におけるCO2排出量原単位推移　[ t-CO₂/億円 ]

GHG排出量 Scope 1+2 105,316 t-CO2

Scope 1 105,316 t-CO2

Scope 2 98,682 t-CO2

総エネルギー消費量 2,464,770 GJ

再生可能エネルギー消費量 644,130 kWh

■ GHG排出量およびエネルギー使用実績
 　（2025年度）/連結

■  脱炭素に向けた現場とオフィスの取り組み ■  循環型社会の構築・環境保全の取り組み
現場およびオフィスにおける廃棄物の抑制・再資源化の目標を定め、廃棄物
量の削減に取り組んでいます。
現場においては産業廃棄物の発生抑制に努め、98%以上のリサイクル率を実

現しています。北九州技術センターでは、ペーパーレス化や古紙リサイクル活動
により、2016年度比で一般ごみ排出量を約61％削減。食品残渣リサイクル活
動も継続的に推進しています。
また、各現場においては、生態系の健全性と機能を維持・回復するための実
施対策を講じており、生物多様性の保全にも取り組んでいます。

オフィスにおける活動
各拠点でオフィス電灯のLED化などの設備更新・
節電により、省エネルギー施策に取り組んでいます。
本社では厨房・空調機器の更新による動力効率化を
進め、北九州技術センターでもLED化を順次実施す
るなど、2030年度のCO₂排出量50%削減目標（2013
年度比）の達成に向けた取り組みを継続しています。

産業廃棄物総排出量 153,419 ton

（内、有害廃棄物量） 288 ton

回収再利用廃棄物量 151,142 ton

直接埋立量 2,277 ton

リサイクル率 98.5 %  

廃プラスチック量 1,218 ton

水使用量 35,193 m3

大気汚染物質 NOX発生量 96 ton

大気汚染物質 SOX発生量 1 ton

● 排出抑制目標 2023～2025年度の元請完成工事高比（＝廃プラスチック排出量(ton）／
元請完成工事高（百万円））を0.5以下とする

● 再資源化目標 建設工事現場での発生抑制・再利用・再資源化の推進
現場発生プラスチック類の有価物化への推進
オフィスにおける発生抑制・再利用・分別

60.3%
対2013年度比
削減率

廃プラスチック類産業廃棄物の抑制・再資源化等に関する目標（目標年度：2030年度）

■ 環境関連データ（2025年度）

2013 20252024 2030（年度）
基準年度

3,510

2,4192,425

1,756

目標

■ オフィスにおけるCO₂排出量推移　[ ton ]

トップメッセージ目次 日鉄エンジニアリングと
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電力の地産地消
ごみを、電気に。

家庭や事業所から出たごみ処理の過程では、大きな余熱
が発生します。私たちはその余熱で発電を行い、得られた電
力を地域の小中学校や図書館といった公共施設へ供給する
「電力の地産地消」を各地で展開しています。ごみを出す地
域が、そのまま電力を使う地域となることで、地域外からの化
石燃料の購入に頼らずに済み、CO₂排出も抑えられます。こ
の仕組みは、地域内でエネルギーをつくり、届け、使うとい
う循環を完結させるモデルであると同時に、有事においても暮
らしを支え続ける社会インフラでもあります。ごみという地元
資源を地域で活かし支え合うという、この地域循環共生圏の
実践こそが、私たちの環境ビジネスの根幹です。

スラグ・メタルの再資源化と肥料化
ごみを、資源に、肥料に。02

私たちは、さらに資源そのものを再生するマテリアルリサ
イクルへと機能を広げています。支えるのは、製鉄の高炉技
術を応用した独自の「シャフト炉式ガス化溶融炉」。ごみを約
1,800℃の高温で溶かし、最終処分量を極限まで抑えながら
砂状の「スラグ」と「メタル」を回収します。スラグは天然砂と同
等の安全性を持つCO₂フリー資源として、道路材料やコンク
リート骨材に活用されるほか、水稲栽培を促す肥料として活
用され収穫量向上にもつながっています。さらに藻場再生にも
用途を広げ、メタルも金属資源として社会へ還元。飛灰中の
亜鉛・鉛まで回収することで、かつて埋め立てるしかなかった
ものが、暮らしを支える資源へと生まれ変わっています。

下水汚泥のハイブリッド活用
汚泥を、燃料に、肥料に。03

都市の暮らしを支える下水道。その浄化過程で日々発生す
る大量の汚泥は、従来、主に焼却処分されてきました。私た
ちは、この汚泥を石炭に代わる固形燃料へと再生します。汚
泥に含まれる有機分をほぼ全量活用でき、再生された燃料の
発熱量は石炭の約3分の2に迫ります。生まれた燃料は地域
の廃棄物発電施設や工場の石炭代替燃料として使われ、化
石燃料の使用量削減と温室効果ガス排出量の低減に貢献し
ます。さらに汚泥燃料は「菌体りん酸肥料」として登録され、
園芸用培土や混合肥料の原料にも活用されるなど、燃料利用
と肥料利用を組み合わせた「ハイブリッド活用」により、身近な
下水道の副産物を価値ある地域の資源へと変えていきます。

「捨てる」を、「活かす」に。
私たちが日々排出するごみや、暮らしの中で生まれる汚泥。その多くは、最終処分場や焼却というかたちで処理されて
きました。しかし、最終処分場の残余容量は約20年とされています。当社グループは廃棄物を単に燃やし埋めるので
はなく、資源として再生する技術を磨いてきました。廃棄物処理施設を、地域の資源とエネルギーを生み出す拠点へ。
その一つひとつの循環が、持続可能な社会を支える確かな基盤となります。

FEATURE ｜ 資源循環

廃棄物を地域の資源へと変えていく

01

ごみ

電力地産地消のスキーム

ごみ由来の電力

ご
み
由
来
の
電
力

公共施設
小中学校・図書館など

小売電気事業者
日鉄エンジニアリング

廃棄物発電施設

環境価
値  CO2排出削減効果

トップメッセージ目次 日鉄エンジニアリングと
SDGs
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ISO9001に則ったPDCAサイクル強化
TOPICS

当社では全社品質目標を設定し、その達成
状況を翌年度の事業・活動計画に反映する
PDCAサイクルを構築しています。2026年度は
「顧客満足度95%以上」「重大品質トラブル
ゼロ」を目標に、①全バリューチェーンでの品
質向上、②品質管理プロセスの再構築・標
準化、③品質文化の醸成を推進しています。
また、QMSの継続的改善に向け、ISO9001
に基づく外部審査・内部監査を定期的に実
施しています。現在、ISO9001対象従業員
は約2,000人、内部監査員は約1,000人です。
目標の達成状況を次年度の事業・活動計画
に反映することで、品質マネジメントの実効
性向上を図っています。

1.  ISO 9001に則った品質マネジメントシステ
ムに基づく商品・サービスの提供プロセス
を確実に実行し、そのシステムを維持・改
善します。

2.  商品・サービスの提供にあたっては、契約
内容や法令・基準等に従い、顧客の要求
事項を誠実に実現します。

3.  継続的な教育を通じ、社員一人ひとりの品
質意識向上に取り組みます。各部門のベス
トプラクティスや課題を共有することにより、
組織全体の品質マネジメントレベルの向上
につなげます。

品質
日鉄エンジニアリンググループは、お
客様に信頼されご満足いただける商
品・サービスを提供するため、高い
水準の品質確保と技術革新に取り組
みます。

基本方針

Quality ■  品質マネジメント

■  品質マネジメントの運用と継続的改善

■  品質教育・啓発活動

お客様に信頼されご満足いただける商品・サービスを提供するため、「品質マネジメン
ト基本規程」および「品質マネジメント運用規程」に基づき、品質マネジメントを推進して
います。品質マネジメントは、品質管理（QC）と品質保証（QA）を組織的・体系的に実
施する活動であり、プロジェクトの実行・管理および設備・システムの維持管理を含む
事業活動全体を対象としています。また、商品・サービスの品質は個々の業務の積み
重ねによって実現されるとの考えのもと、成果物のみならず、品質を生み出す業務プロセ
ス全体の品質向上を重視しています。

ISO 9001に則った品質マネジメントシステムを構築・運用し、品質を生み出す業務プロセスの管理と品質保証活動を一体的に推
進しています。業務プロセスの運用状況を継続的にモニタリングするとともに、品質トラブル事例やベストプラクティスを全社で共有し
ています。さらに、品質委員会などを通じて経営層が品質目標の達成状況や品質マネジメントの有効性を確認し、改善の方向性を
決定することで、全社一体となった継続的改善を推進しています。

※  ㈲日本ヒューマンファクター研究所が提唱する根本原因分析手法
J-RCAを採用。右記TOPICSに関連記事。課題抽出・原因分析力のための講座

品質月間講演会

専門講座
毎年、根本的な原因分析と対策の立案が

できる専門家を育成しています※。2025年度
は専門講座を1回実施、30名（累計約730名）
が受講しました。

品質に関する講座
若手社員向けに「品質に関わる技術基礎
講座」を実施しており、2025年度は2回開催、
47名が受講しました。また、品質月間の11
月には、全社員向けに外部講師を招いて品
質講演会を開催し、約400名が視聴しました。

品質
マネジメント
基本規程

全社共通の品質に
関わる業務規程

各本部・センター等のQMS類

トップメッセージ目次 日鉄エンジニアリングと
SDGs
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1.  安全衛生関連法令および業務規定、ルール
を遵守し、安全衛生管理レベルの維持向上
を図り、あらゆる災害の撲滅に努めます。

2.  安全に関するリスクの低減に取り組むととも
に、安全を強制でなく自ら推進する文化を
醸成し、『安全に強い会社』を目指します。

3.  社員、協力会社従業員等に対して安全衛生
に関する教育・啓発活動を推進し、安全衛
生知識の拡充と安全感性の向上を図ります。

4.  快適な職場づくりに努めるとともに、働く人
の心と体の健康の維持・増進に向けた環境
整備と機会提供を推進します。

安全衛生

日鉄エンジニアリンググループは、｢安
全」を経営の根幹と認識し、事業活動
のすべてにおいて「安全」を優先します。
また、健康経営の考え方を踏まえ、す
べての職場において衛生活動を推進
し、働く人の健康維持・増進に努めます。

基本方針

Health and Safety 

※1  度数率＝(死傷者数〈休業１日以上〉/延
べ実労働時間数)×1,000,000

※2  強度率＝（延べ労働損失日数/延べ実労
働時間数）×1,000

※3  当社、国内主要子会社2社、タイ現地法
人TNSが対象。

■  労働災害の防止

■  健康経営の推進

労働災害ゼロを目指し、当社およびグループ会社が連携して安全文化の醸成に取り組んでいます。
「一人ひとりが危険を排除し、しない！させない！危険な作業」をスローガンに、不安全行動について
声をかけ合う「いい関係深め合い活動」や「危険体感訓練」を通じて安全意識を高めています。また、
経営層と現場の直接対話による安全意識向上を目的に、役員の現場訪問（安全パトロール）を実施。
DXを活用した安全管理の推進や現場との意見交換を行い、全社安全ワンチームを目指しています。

ホワイト500認定に向けて 
当社は、社員一人ひとりの健康を重要な経営資源と位
置付け、2020年以降、健康経営優良法人認定を継続して
取得し、推進体制と施策の充実に取り組んできました。現在
は、健康経営のさらなる高度化を目指し、2027年度実績に
基づく「ホワイト500」認定取得を目標に掲げ、健康経営戦
略マップに基づき、健康増進、メンタルヘルス対策、働きが
い向上に関する施策を継続的に推進するとともに、効果検証
と改善を重ねることにより、社員一人ひとりが働きがいを実感
し、生産性を高められるよう、心身の健康を育む職場環境
の提供を目指しています。

疾病予防・早期発見
がん・脳心疾患・メンタル疾患を主要な休業要因と捉え、KPI目標を
設定して早期発見・治療・復帰に取り組んでいます。生活習慣の改善を
目的とした特定保健指導は実施率53.1%となりました。ストレスチェック
は全社員対象に毎年実施し、2025年度は受検率96.5%でした。

健康増進・相談支援体制
「健康チャレンジキャンペーン」（2025年度参加率
91.4%）などの健康増進施策に加え、本社・北九州
を中心に産業医・保健師体制を整備し、社員の健
康相談を支援する体制を構築しています。

役員による安全パトロール
単独 連結※3

実労働時間 
（百万時間）

死亡災害 
（件）

 休業災害 
（件） 度数率※1 強度率※2 実労働時間 

（百万時間）
死亡災害
 （件）

 休業災害 
（件） 度数率※1 強度率※2

2023 9.50 0 5 0.53 0.059 25.03 1 11 0.44 0.339
2024 10.38 0 5 0.48 0.752 25.59 0 15 0.78 0.330
2025 9.77 0 5 0.51 0.069 24.10 0 6 0.25 0.029

目標指標 2025年
実績 目標値 設問等

GPTW肯定回答率の向上 76.0% 77.0% 総合的にみて働きがいのある会社と
いえるかの肯定的回答率

アブセンティーズムの低減 
心身の不調により
欠勤、休職している状態

1.8% 1.0% 傷病を理由とした連続1カ月以上の
欠務者の人数÷社員数×100

プレゼンティーズムの低減 
出社しているが健康問題が理由
で生産性が低下している状態

18.7% 15.1%

〈SPQ東大1項目〉 
健康な状態を100％としたとき
過去1カ月の自身のパフォーマンスの評価 
指標：100％－回答値

ワークエンゲージメントの向上 
仕事に対してポジティブで
充実した心理状態

3.7 3.4
〈UWES3項目〉 
活力・熱意・没頭に関する設問の回答 
指標：0～6の7段階評価、3項目の平均

健康経営優良法人
経済産業省より、優良な健康経営を実践している
企業として認定。
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サプライヤーとの共創を目指す「調達DX」の推進TOPICS

当社では、サプライヤーとの業務プロセスのデジタル化を鍵とする「調達DX」を推進し
ています。その第一歩として電子契約サービスを導入しました。
本取り組みにより、サプライヤーと当社の双方で、契約締結までのリードタイム短縮や
事務処理負担、コストの削減を実現するだけでなく、ペーパーレス化による環境負荷
低減、リモートワーク環境の整備、クラウド化によるBCP対策の強化を図っています。
デジタル技術の活用を通じて利便性を向上し、サプライヤーとの強固なリレーションの
構築と持続可能な調達基盤の確立を目指しています。

1.法令・社会規範の遵守
建設業法・下請法・独占禁止法など、調達活動
を遂行する上で関連する全ての法令および社会規
範を遵守します。
2.公平・公正・誠実な取引
お取引先には公平な取引機会を設けるとともに、そ
の決定には競争を通じて公正な評価を行い、誠実
に調達活動を実施します。
3.環境への配慮
社会情勢や社会的要請に留意し、環境保全・環
境負荷低減に配慮した調達活動を推進します。
4.品質の維持・向上
お客様のニーズ実現に向け、お取引先とともに商
品・サービスの品質の維持・向上に努めます。
5.パートナーシップの構築
お取引先と相互に理解を深め、信頼関係を築き、長
期的かつ良好なパートナーシップの構築に努めます。

調達
日鉄エンジニアリンググループは、お
取引先との協働・連携を基礎として、
以下の行動指針をお取引先および全
てのサプライチェーンの皆様と共有し、
社会的責任を果たしながら調達活動
を実施します。

基本方針

Procurement ■  サプライチェーン・マネジメント ■  法令・社会規範の遵守
サステナビリティ課題への取り組み2025年度も、資機材における価格高騰、またお取引先各社

の高負荷状況が続いた一年でしたが、引き続き国内外のサプライ
チェーンの皆様と協力しながら安定調達に努めていきます。
お取引先との協力関係強化に向けて、WEBアンケートを実施し
ています。アンケートは調達額に占める90％超のお取引先を対象
としており、そのうちの65％を超えるお取引先より回答を頂きまし
た。カーボンニュートラルやSDGsに関連する設問も含め、お取
引先の声をきめ細かく把握することで調達施策の立案に活用してい
ます。
また、当社事業へ貢献いただいたお取引先に感謝の意を表する

「サプライヤー表彰」を実施しており、2025年度は、廃棄物処理
施設等の社会インフラを支え、持続可能な社会基盤づくりに貢献
いただいた国内外のお取引先9社を表彰しました。
2025年には、サプライチェーン全体の共存・共栄関係の構築

のために政府や経済団体が推進している「パートナーシップ構築宣
言」を、内容改訂の上で公表しています。古い慣行が残る木型・
金型の取引や、価格転嫁の適正化を含む下請企業へのしわ寄せ
防止などの方針を宣言しており、日本製鉄グループをあげて趣旨に
賛同し取り組んでいます。　

当社では持続可能な社会の実現に向け、サステナブル
調達に関してお取引先へお願いしたい内容を定めて公開を
しています。すべてのお取引先との契約約款にも、環境・
人権・コンプライアンスに関する条項を盛り込み、サプラ
イチェーン全体での責任ある対応を推進しています。
隔年で開催しているサプライヤー向け説明会では、カー

ボンニュートラルやSDGsに関する内容も盛り込み、2024
年度は全体の約70％のお取引先にご参加いただきました。
2026年度も開催を予定しています。
また、当社の若手調達担当者を対象とした研修を定期
的に実施しています。受講者は全調達担当者の約30％に
当たり、法令・社会規範の遵守徹底とともに、サステナビ
リティに関する意識向上を図っています。なお、調達担当
者のうち約30％がCPP資格※を保有しています。
※  Certified Procurement Professionalの略。購買・調達業務に携わる人を対象に、購買・調
達分野における専門的な知識を身に付けていることを証明する資格。　

電子契約サービス導入メンバー（調達センター）
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人権
日鉄エンジニアリンググループは、多
様な価値観を尊重し、円滑なコミュニ
ケーションと協働により個性を活かす
ことで、豊かな価値を創造・提供して
いきます。こうした企業姿勢を内外に
示すため、国連の「ビジネスと人権に
関する指導原則」などに基づき「日鉄エ
ンジニアリンググループ人権基本方針」
を制定しています。

https://www.eng.nipponsteel.com/
sustainability/humanrights/

基本方針

Human Rights ■  人権デューディリジェンスの実施

■  人権侵害防止に向けた取り組み

■  救済措置の仕組み

当社グループは、人権に対する負の影響を特定し、防止・軽減などを図るた
めの人権デューディリジェンス（人権DD）を段階的に実施しています。
リスクの評価
2024年度に、各国際規範やガイドラインを参照の上、36項目の人権課題を

リストアップし、業界特性や地域性を踏まえて当社グループに関連する重要な人
権課題として7項目に絞り込みました。
これに基づき、2024年度には当社およびグループ会社を対象とした書面によ
る人権DDを網羅的に実施し、2025年度には、書面によるDDに加えて、国内
グループ会社を対象に、現場管理者・従業員へのヒアリングによる実地監査を
実施しました。特筆すべき指摘事項は確認されませんでしたが、多様な人財の
受け入れに向けた環境整備など、今後の課題を確認しました。
リスクへの対応
リスク評価で顕著な人権課題を特定した際は、その防止・軽減措置を講じる
とともに、負の影響を受ける方々や関係ステークホルダーとの対話・協議を真摯
に行います。また、全社の意思決定に関わる審議体であるサステナビリティ審議
会へ対応内容を報告します。

社員の人権意識向上と教育
各種研修で人権尊重の意義を伝える他、全社員対象の

ハラスメント研修では、セクシュアルハラスメントやパワーハ
ラスメントを取り上げ、人権侵害防止に努めています。また、
法令遵守マニュアル説明会や新入社員研修など、機会に
応じた人権に関する啓発活動を継続的に実施しています。

人権を含むコンプライアンス問題に関する通報・相談窓口を設け、人権侵害事象に対する是正・救済メカニズムの構築をグルー
プ全体で推進しています。匿名性と秘匿性を確保し、社員に限らず幅広いステークホルダーからの通報・相談を受け付けています。

重要な人権課題
1. 安全で健康的な労働環境
2. ハラスメント
3.  人種・障がいの有無・宗教・社会的出身・性別・
ジェンダーによる差別

4. 児童労働・強制労働
5. 結社の自由・団結権・団体交渉権
6. 外国人労働者の権利
7. 地域住民の権利

人権侵害の
防止・軽減措置

人権リスクを
特定・評価

防止・解消
施策の効果を
評価

自社の
取り組みを

公表

当社グループの
人権DD

01

02

03

04

調達パートナーへの働きかけ
お取引先に対し、人権尊重、差別の排除、安全で快適な労働環
境の確保、紛争鉱物を含まない資機材調達などを求め、サプライチェー
ン全体で倫理的な事業活動を推進しています。2025年度に開催した
サプライヤー向け説明会では、当社グループの人権への取り組みを説
明するとともに、お取引先との人権に関する対話の場を設けました。
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子育てサポート企業として
「プラチナくるみん」「プラチナくるみんプラス」
認定を取得

TOPICS

当社は、2025年11月に厚生労働省より子育てサポート
企業の特例認定「プラチナくるみん」を、2026年6月には、
不妊治療と仕事との両立支援に積極的に取り組む企業
として「プラチナくるみんプラス」認定を取得しました。
短時間勤務制度やテレワーク制度など柔軟な働き方を
支える制度整備に加え、育児休業取得者の事例紹介、
上司・本人・人事による復職前後の面談実施など、性
別を問わず誰もが育児に参画しやすい職場づくりを進め
てきたことが評価されました。2025年度の育児休業取
得率は男性84%、女性122%（参考：厚生労働省公表
の全国平均は男性40.5%、女性86.6%）となっています。
当社は今後も、育児や不妊治療をはじめとする様々なラ
イフイベントと仕事の両立を支援する組織風土づくりに
取り組んでいきます。

1.  社員が、その能力や活力を最大限発揮できるような
実力本位の人財マネジメントを推進します。

2.  「マーケット・お客様目線」、「社内外の連携」、「変革」
を重視し、一人ひとりが志を磨き、生産性向上と業
務の革新に継続的に取り組める人財を育成します。

3.  社員が一流のプロとなるべく自ら責任を持って主体的に
能力開発・キャリア開発を行う取り組みを支援し、継続
的な成長を成し遂げるための環境・機会を提供します。

4.  社員全員がダイバーシティを尊重し、多様な背景を持つ
社員が活き活きと働き甲斐を持って働き続けることがで
き、また、協働によって最高の成果を発揮することができ
るよう、雇用・労働条件、職場環境の改善に努めます。

人財
■  ダイバーシティ推進
当社は、多様な背景や価値観を持つ社員が、いきいきと働き続け

られる職場づくりを進めるとともに、互いの力を活かして成果を高めら
れる組織を目指しています。
その一環として、女性活躍推進法に基づく行動計画を策定し、目
標達成に向けて実践的な取り組みを行うとともに、ライフイベントに
応じた就業継続支援やキャリア形成支援の制度を整備しています。
2021年4月～ 2026年3月を期間とする前行動計画では、以下の目
標を掲げて取り組んできました。

■  多様な働き方の実現
当社では、エンジニアリング業の特性に適した有給休
暇の取得促進として、年休取得奨励日の設定や工事間イ
ンターバル休暇の取得などの施策を推進しています。
また、テレワーク制度や全国のシェアオフィスの活用に
より、場所にとらわれない柔軟な働き方を実現し、業務の
生産性と生活の質の向上の両立を支援しています。さらに、
育児や介護などにより時間的制約のある社員に対しても、
安心してキャリアを継続できるように、情報提供・相談・
制度を三位一体で支援する体制を整備し、多様な人財
の活躍を促進しています。

Human Resources

日鉄エンジニアリンググループは、人財
こそが当社における最重要の経営資源
であるという認識のもと、 会社と個人が
ともに革新・成長を実感できるような
最高の人財育成を行います。また、社
員が責任感と情熱をもって働き続けるこ
とができる集団となることを目指します。

基本方針

えるぼし認定（2段階目） 
2017年～ （2022年改定）／厚生労働省

女性の活躍推進に関する取り組みが優良な企業を認定する
もの

プラチナくるみんプラス認定
2026年／厚生労働省

不妊治療と仕事の両立支援に積極的に取り組む企業として
認定するもの

前行動計画の結果を踏まえ、2026年4月からは新たな行動計画
（2026年4月～ 2031年3月）を策定し、女性管理職数を2025年度
末比2倍以上、新卒総合職女性比率15%以上、有給休暇平均取得
日数16日以上を目標に、取り組みを継続しています。
また、一人ひとりが安心して能力を発揮できる職場づくりに向け、ア

ンコンシャスバイアスやハラスメントに関する研修を実施しています。

目標1　 女性管理職数を2020年度末に比べ２倍以上（2025年度末1.8倍）

目標2　 女性社員比率を高めるため新卒総合職採用における女性比率を
15%以上（期間平均19.9％）

目標3　 有給休暇の平均取得日数を年度16日以上（2025年度15.7日）

女性活躍推進法に基づく行動計画　
（行動計画期間：2021年４月～2026年３月）
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■  能力開発・キャリア開発
当社では、以下の人財育成の考え方に基づき、人財開発体系（下図）を運用しています。

●　会社は、一人ひとりが成長を加速するための機会や仕組みを提供する
●　会社は、一人ひとりがリーダーシップを最大限発揮できるような環境を整える
●　社員は、一人ひとりが自律的に自身の能力開発・キャリア開発に向き合う

また、組織風土づくりとして、社員が働きがいを感じながら成長意欲を高め合える「フィードバック文化」の醸
成を推進しています。2024年度より開始した「会社への建設的フィードバック」では、業務や制度、組織文化な
ど幅広いテーマについて社員の意見を募集し、管掌役員が回答を公開することで、組織の進化を後押しする対
話の場となっています。この他、フィードバック研修や1on1などにも取り組んでいます。
さらに、社員が主体的に成長し続けられる環境づくりを目指し、上司と部下の対話、メンター制度、人事部
門とのキャリア相談、海外留学や社内公募などを積極的に運用しています。

階 層 役割期待（概要） 身につけたい能力 階層別研修 キャリア支援

上級リーダー
上級プロ

上級リーダー： 管轄組織統率、経営寄与と、挑戦・成長す
る組織の仕組みづくり

上級プロ      ： 社内外で通じる高度な専門性で経営参
画、テーマ探索・企画構想実行

●　戦略策定力
●　組織設計力
●　評価力
●　セルフプロデュース力

リーダー
プロ

リーダー： 構成員の力の最大化、挑戦が起こる組織運営
プロ      ： 高度な専門性での業績貢献とテーマ探索・企

画構想・実行

●　組織設計、チームビルディング力
●　セルフプロデュース力
●　アカウンティング能力
●　課題設定型問題解決力（構想・発想）
●　アンコンシャスバイアスの知識

チーフ マスター 自律的なプロジェクト推進と潜在ニーズへの問題解決・
挑戦

●　目標設定型問題解決力（潜在課題解決）
●　コーチング的対話力

エキス
パート G1～

G7

主体的な担当業務の遂行と、顕在ニーズの問題解決、周
囲に向けた問題提起やアイデア出し

●　発生型問題解決力（顕在課題解決）
●　問題発見・提起力
●　論理的思考力・文章作成能力
●　聴く・話す力

メンバー 上司の指示による担当業務の遂行および能力・知識向上 ●　仕事の基礎力

■ 人財開発体系

キ
ャ
リ
ア
採
用
者
研
修

上
司
部
下
対
話（
春
秋
／
年
２
回
）

キャリアパワーアップ研修

40代キャリア研修

30代キャリア研修

20代キャリア研修

3年目研修

事業戦略
研修
※選抜制

事業戦略
スキル研修
※選抜制

部下マネジメント研修

ビジネス基礎講座

ビジネスコミュニケー
ション基礎研修　

PM講座
巻き込み力向上研修 

技術基礎講座

新
入
社
員
O
J
T

研
修（
上
司
編
）

新
入
社
員
O
J
T

研
修（
コ
ー
チ
ャ
ー
編
）

新任部長研修

新任室長研修

新任シニアマネジャー研修

新任マネジャー研修

問題解決/リーダーシップ
研修

ロジカルシンキング研修

新入社員研修

社外評価にみる「働きがい」の向上TOPICS

2025年9月に実施した「GPTW（Great Place To Work®）エンゲー
ジメントサーベイ」では、「総合的にみて働きがいのある会社といえ
るか」への肯定的回答率が76%、全60問の平均肯定率も64%と
なり、認定基準を満たして「働きがいのある会社」認定を受けました。
すべての評価要素で改善が見られ、特に従業員のマネジメントへ
の信頼を示す「信用」は前年から＋7ポイントと最大の伸びを記録
しています。これは、経営層と現場の対話強化に向けた各種施策（会社への建設的フィー
ドバック、役員による現場訪問、新任室長・部長研修など）の成果と受けとめています。
また、社員口コミサイトを基にした外部調査においても、当社は上位企業として評価いた
だきました。こうした社外からの評価は、社員一人ひとりが働きがいを感じられる職場づ
くりが着実に前進していることを示しています。
今後も、1on1やフィードバックの実施機会拡充などを通じ、さらなるエンゲージメント向
上に取り組んでいきます。

※この他、プレゼンテーション研修、ファシリテーション研修、公開講座、通信教育講座、英語eラーニング、TOEICなどの選択式研修も実施。

50代キャリア研修
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1. 次世代育成
次世代を担う青少年たちに、エンジニアリング
の醍醐味・面白さを伝える活動を推進します。

2. 地域社会（コミュニティー）への貢献
国内外の事業所及びプロジェクト実行現場に
おいて、地域社会（コミュニティー）の活性化・
発展につながる活動を推進します。

3. 環境保全
環境保全活動を積極的に行い、社会の持続
的な発展に貢献します。

4. 災害復興支援
国内外で発生する大規模災害に際して、被災
地のニーズに沿った社会貢献活動を推進します。

社会貢献

日鉄エンジニアリンググループは、以下
の４つの重点分野で社外団体とも連携
し、事業活動にとどまらない社会貢献
活動を推進します。 また、社会貢献
活動を社員の成長機会と捉え、その
参加を積極的に支援・促進します。

基本方針

Social Contribution ■  次世代育成

■  環境保全

■  地域社会（コミュニティー）への貢献

2021～ 2025年度の5年間で次世代育成プログラム（インターンシップ含む）
への延べ参加者数2,000名をKPIに掲げ、実績は延べ6,318名となり、目標を
大きく上回りました。2026年度からは、2026～ 2030年度の5年間で延べ6,500
名を新たなKPIに掲げ、取り組みを継続しています。
中高生向け教育プログラム「情熱・先端 Mission-E」は、2025年度で11年

目を迎え、累計653名の生徒が参加しました。（詳細P13） 
また、オフィスでの職場訪問受け入れ（2010年度よ

り実施、累計100校・1,088名）、建設現場での見学
会、小学校への「出前授業」、大学・高専での技術講
座を継続的に実施。エンジニアリングへの興味や理解
を深める機会を提供しています。

当社グループが一般廃棄物処理を担う四万十市と協
定を締結し、「日鉄エンジの森」活動を展開。間伐作業
などを通じて環境意識の向上と地域交流を図っています。
また、タイのグループ会社であるTNSやNSETでも、
マングローブ植樹をはじめとした地域に根差した環境保
全活動に取り組んでいます。

北九州寮内の地域共生型ガーデン「エン
ジ村」では、児童館やNPO法人と協働した
農園活動を通じて地域交流を推進しています
（2012年度より実施、参加児童累計337名）。

また、大崎本社では「お花いっぱい大崎」活動、北九州市では「ま
ち美化活動」に継続的に参加し、地域との交流や景観美化に取り組
んでいます。

■  社員が参加するボランティア活動
就業後や昼休みに気軽に参加

できるボランティア活動を、大崎
本社と北九州技術センターで実
施しています。2025年度は、本

社でランチタイムボランティアを開催し、当社とNSPEの社
員30名が、間伐材を使用したカリンバづくりに挑戦しまし
た。完成品は本社近隣の保育園に寄贈しました。

情熱・先端 Mission-Eが
「PLIJ STEAM・探究グランプリ」で
グランプリを受賞

TOPICS

中高生向けSTEAM教育プログラム「情熱・
先端 Mission-E」が、（一社）学びのイノベー
ション・プラットフォーム主催の第2回「PLIJ 
STEAM・探究グランプリ」でグランプリを受
賞しました。本プログラムは、正解が一つで
はない社会課題をテーマに、生徒がチームで
約8カ月にわたり企画検討から設計・製作に
挑戦する、当社独自の教育プログラムです。
社員がアドバイザーとして生徒の挑戦に継続
的に伴走する姿勢や、生徒の将来を見据えた
プログラム方針が高く評価されての受賞となり
ました。次世代のエンジニアリング人材育成
への貢献が、社外か
らも認められた形で
す。活動の詳しい内
容は、特集2（P13）
で紹介しています。

職場訪問受け入れ

タイでの植樹活動

日鉄エンジの森活動
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1.  国内外の法令・社会規範を遵守するととも
に、 高い倫理観に基づき、誠実に判断し行
動します。

2.  全てのステークホルダーの期待・要請に応
え社会的責任を全うすることにより、社会
から信頼される企業を目指します。

3.  教育・啓発活動を継続し、内部統制体制・
環境を整備することにより、全社員のコン
プライアンス意識の向上と健全な企業風土
の確立・維持に努めます。

コンプライ
アンス
日鉄エンジニアリンググループは、コン
プライアンスの実践・徹底が、経営
の根幹であるとの認識のもと、事業活
動のあらゆる場面において、不正を防
止し、公正で透明性の高い事業活動
を推進します。

基本方針

Compliance ■  法令遵守と内部統制の強化

■  内部監査の実施

■  内部通報・相談窓口の整備・運用

■  教育・啓発活動

当社は、人権尊重、公正な取引、反社会的勢力との関係遮断などについて、社員一人ひとりが自覚を持って行動するため、「コン
プライアンス基本方針」および「法令遵守マニュアル（概要編・詳細編）」を定め、実践しています。日本製鉄グループ全体で推進する「自
律的内部統制」の基盤強化施策と歩調を合わせ、法令・社会規範遵守の徹底、高い倫理観に基づく誠実な判断・行動に努め、グルー
プ各社の法令遵守、企業倫理の徹底、リスクマネジメントなどを管理・支援しています。

発現すれば経営に甚大な影響をおよぼしかねないリスクに重点を置いたテーマ別内部監査を実施するとともに、グループ会社・社
内各部門に対する網羅的監査とJ-SOX監査も並行して継続実施しています。監査で確認した課題については、関係部門と連携して
改善とフォローアップを進め、内部統制の実効性向上を図っています。

内部通報・相談窓口を社内外に設置し、社員、家族、取引先
などからの通報・相談を受け付けています。事故・事件、法令違反、
ハラスメントの未然防止や業務改善に活用しており、2025年度の
通報・相談は43件でした。内部通報制度従事者教育、eラーニ
ング、啓発ポスターなどによる周知・教育も継続しています。

■  内部統制・コンプライアンス意識調査
内部統制・コンプライアンス意識調査を3年に1回実施し、
職場における内部統制やコンプライアンスの実態、社員の認識
を把握しています。また、設問自体を教育・啓発の機会とし、
内部統制活動・施策の改善にも活用しています（2023年度、
第8回目を実施：回答者5,397名／回答率92.4%）。

階層別研修や法令遵守マニュアル説明会などを定
期的に開催し、コンプライアンスに関する教育・啓発
活動を継続しています。2025年度の独禁法遵守に関
する研修では、社長メッセージの発信に加え、社外専
門家（弁護士）によるWEB講習会とeラーニングを実
施しました。さらに、重要法令の遵守、ハラスメント
防止、情報セキュリティなどに関するeラーニングも毎
年実施しています。

受講者数 受講率

独禁法・コンプライアンス 　 3,070 名 100.0 %

海外グループ会社向けコンプライアンス 1,248 名 96.5 %

建設業法遵守 1,181 名 99.8 %

取引適正化法遵守  4,282 名 100.0 %

ハラスメント・内部通報 3,556 名 99.8 %

情報セキュリティ 5,826 名 96.5 %

■ 2025年度eラーニング受講実績

※  研修ごとに研修頻度、対象範囲が異なる。新入社員研修
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